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１ 目 的  

食品等の安全性を確保し，市民の健康の保護を図るため，「食品衛生監視指導計画」を定

め，監視指導，食品等検査，自主衛生管理，普及啓発などの食品衛生監視指導業務を計画

的に推進する。 

 

２ 計画の位置づけ 

○食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）第 24 条に基づいた年度ごとの計画 

○「第３次宇都宮市食品安全推進計画」に定める基本目標を達成するための行動計画 

 

３ 根拠法令 

食品衛生法（昭和 22 年 法律第 233 号），食品表示法（平成 25 年 法律第 70 号），栃木県

食品衛生条例（昭和 45 年 県条例第 5 号），宇都宮市食品安全条例（平成 20 年 条例第 17

号）等 

 

４ 基本的な方向 

（１）食品営業施設の監視指導を効率的に実施し，衛生管理の徹底及び不良食品の排除を

行う。 

（２）食品等検査を計画的に実施し，不良食品を排除するとともに，検査の信頼性の向上を

図る。 

（３）食中毒等の食品事故発生時において健康危機管理対策を迅速かつ的確に行う。 

（４）HACCP（ハサップ）に沿った衛生管理の導入を普及促進し，自主衛生管理体制の充実

を図る。 

（５）市民等への食品衛生知識の普及啓発，食品情報の提供及びリスクコミュニケーションを

推進し，食品の安全に関する正しい知識の理解促進に努める。 

（６）高度な又は最新の科学知識や検査技術の教育等により食品衛生監視員等の職員の資

質向上を図る。 

（７）食品関係機関と緊密な連携，情報交換を行い，効果的な対策を講じる。 

 

５ 実施期間 

令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日までの 1 年間 
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６ 実施体制 

（１） 実施主体 

本計画は，保健所生活衛生課，衛生環境試験所が主体となり，それぞれの役割分担

のもと，互いに連携を密にし監視指導・検査等を行う。 

 〔生活衛生課・衛生環境試験所の役割〕 

  ・ 生活衛生課 ・・・・・・・ 食品衛生関係施設の監視指導や食中毒対策等を行う。 

  ・ 衛生環境試験所 ・・・ 生活衛生課が収去した食品等や食中毒調査等に係る試験検

査を行う。 

 （２） 関係機関等との連携 

  ア 厚生労働省，消費者庁及び他の自治体等食品関係部局との連携 

大規模又は広域的な食中毒発生時や広域流通食品，輸入食品に関する違反事例発

生時には，国及び関係する自治体との連絡・連携体制を確保し，緊密な連携と情報交換

により，迅速かつ適切に原因究明，被害拡大防止及び不良食品の排除等を行う。 

なお，広域的な食中毒事案発生時には，国が設置する広域連携協議会を活用し，国

や関係自治体との連携を確保する。 

  イ 庁内関係課との連携 

食品や水を媒介するノロウイルスや腸管出血性大腸菌等を原因とする感染症又食中

毒発生時には，感染症担当課及び水道担当課との連絡・連携体制を確保し，緊密な連

携と情報交換を行う。 

また，食品表示の適正化を図るため，栄養成分等の表示を所管する健康増進課と連

携し監視指導を行う。 

  ウ 農林水産部局等との連携 

家畜伝染病予防法，農薬取締法を所管する栃木県農政部，食品表示法を所管する栃

木県生活衛生課及び農林水産省関東農政局栃木県拠点と，家畜，農産物等の生産者

に対する衛生指導や不適表示食品に係る通報及び食品衛生関係情報の交換を行い，

連携を図る。 

 

７ 監視指導 

業種の繁忙時期，食品の流通状況やノロウイルス感染症の流行時期など季節的動向を踏

まえた計画（別表１），業種ごとの危害度（リスク）等に応じた頻度ごとの計画（別表２）に基づき，

効率的に監視指導を行う。 

特に，大規模化が懸念されるノロウイルスの食中毒対策や依然として多く発生している食肉

等による食中毒対策を重点的に取り組む。 

食品等の監視にあたって，製造基準，表示基準及び成分規格，使用基準等の遵守状況を

確認し，違反食品及び不適事項を発見した場合は，適切な指導を行うとともに，速やかに適

切な措置を講じる。 
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また，食品の安全に係る問題発生時等に迅速に対応するため，食品関係施設へ仕入，販

売等の記録管理の徹底を指導する。 

（１） ノロウイルス  重 点 

ノロウイルスは感染力が強いため，ノロウイルスによる食中毒が発生した場合大規模に

なりやすいことから，流行時期には注意喚起情報の発信を行うとともに，飲食店や大規模

調理施設等の監視時にはチラシ等を配布し食中毒防止対策を行う。 

ノロウイルス食中毒の予防には手洗いが非常に有効であることから，食品関係団体が

推進する手洗いマイスターの育成を支援するほか，事業者向けに正しい手洗い方法や

食中毒予防３原則を周知するため講習会等を開催し，衛生意識の向上を図る。 

また，ハイリスク者の多い集団給食施設，仕出し弁当屋等の監視指導により，国が定め

た「大量調理施設衛生管理マニュアル」遵守の徹底を図る。 

（２） 食肉の取扱い  重 点 

食肉等を原因とする腸管出血性大腸菌やカンピロバクターによる食中毒等を防止する

ため，食肉販売店等における衛生管理の徹底を指導するとともに，食肉を扱う飲食店に

対し加熱不十分な食肉を提供しないよう，監視指導を徹底する。 

（３） アニサキス  重 点 

近年，増加傾向にある，アニサキスによる食中毒を防止するため，魚介類販売店や刺

身等を提供する飲食店を重点的に監視するとともに，チラシ等を配布し食中毒予防対策

を図る。また，市民に対しても出前講座等の開催を通し，アニサキスによる食中毒予防の

徹底を図る。 

（４） 食品表示   

平成２７年に施行された改正食品表示法が，令和２年３月で経過措置期間が終了した

ことから，表示事項の重点的な点検を行い，基準に違反する食品等の発見，排除に努め

るとともに，関係機関との連携を密に行う。また，食品関係営業施設に対し，記録等により

科学的・合理的根拠による期限設定を確認指導し適正な期限表示の徹底を図る。 

（５） 大規模イベント対策 

   ８月に北関東総体2020（インターハイ）の１競技が開催されることから，会場周辺の飲食

店，宿泊施設及び弁当調製施設に対して事前に監視指導を行い食中毒予防の徹底を

図る。また，調理従事者等に対して講習会を開催し，衛生教育を実施する。 
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８ 自主衛生管理   

食品等事業者の自主衛生管理を促進するため，管理運営基準等の遵守，食品の自主検

査や従事者の定期的な検便の奨励などの指導を強化するとともに，食品関係団体を指導育

成し，食品衛生指導員活動等の活性化を図る。 

また，平成３０年６月に食品衛生法等が改正され，全ての食品等事業者に対し，HACCP に

沿った衛生管理が制度化されたことから，市ホームページやチラシ等を活用し制度化に関す

る周知を行い，HACCP の導入を積極的に支援する。 

（１） HACCP に基づく衛生管理  重 点 

大規模な食品等事業者に対し， HACCP サポートセミナーを開催し，積極的な助言・

指導により HACCP に基づく衛生管理の導入促進を支援する。すでに HACCP を導入し

ている食品営業施設に対して，その運用について検証を行うなど，より効果的な監視指

導を行う。 

（２） HACCP の考え方を取り入れた衛生管理  重 点 

小規模な食品等事業者に対し，食品関係団体と連携した業種別説明会の開催や，食

品衛生指導員による定期的な巡回指導により衛生管理計画の作成を支援する。また，食

品衛生指導員に対し，HACCP に関する知識を深めるための研修会を開催するなど，適

切な助言・指導を行う。 

HACCP を導入している施設に対して，監視指導により衛生管理の維持，向上を支援

する。 

 

９ 食品等検査 

食品の種類等別に食品等検査実施計画（別表３）を作成し，市内流通食品等について効率

的かつ効果的に検査（規格基準検査，残留有害物質検査，放射性物質等）を行う。特に，平

成３０年５月に学校給食による食中毒が市内で発生したことから，給食施設で保管してある検

食を検査し，効果的な指導を行う。 

食品等検査の信頼性を確保するため，衛生環境試験所の検査体制を充実し，精度管理を

徹底する。 

 

１０ 危機管理 

食中毒等健康危機発生時においては，情報収集，原因究明，被害防止対策等の的確な対

応を迅速に行うとともに，重大なあるいは，特異的な食品事故発生時（市外発生時も含む）等

に業種を絞っての緊急一斉点検など機動的な監視指導を行う。 

また，必要に応じ食品情報収集のため，先行・追跡・継続等の監視を行う。 

食品衛生上の被害拡大防止対策を速やかに講ずるため，食品等事業者が，消費者等から

食品等に係る苦情であって，健康被害につながるおそれが否定できないものを受けた場合は，

保健所等へ速やかに情報提供するよう指導を徹底する。 



5 

 

１１ 啓発活動，情報提供，リスクコミュニケーション 

 （１） 啓発活動 

食品衛生責任者の講習会の受講を徹底するとともに，食品等事業者対象の食品関係

講習会を企画し実施する。 

 （２） 情報提供  重 点 

市民に対し出前講座・食品安全ゼミナールの開催やパンフレット・情報誌「せいかつえ

いせい」の活用，ホームページ等効果的な媒体の活用により食品衛生知識の普及啓発，

食品安全情報及び検査情報の提供を行うほか，手洗いマイスター等と連携し，地域や学

校等において手洗い講習等を実施するなど食中毒予防の普及啓発を行う。 

また，食品安全フェア・親子食品安全教室・消費者教室等の各種イベントにおいて，食

中毒未然防止に効果的である HACCP や HACCP 導入証施設等について広く周知を図

るとともに，出前講座を開催し，HACCP や食中毒予防に関する正しい知識の普及啓発を

行う。 

 （３） リスクコミュニケーション  重 点 

平成３０年に実施した「食の安全安心に関する市民意識調査」において，市民の多くが

農産物等への残留農薬や食品添加物に不安に感じていることから，これらをテーマとした

リスクコミュニケーションを開催し，市民，食品等事業者，行政担当者などの関係者の間で

情報や意見をお互いに交換し，食品のリスクに関する情報等を共有しながら，相互理解

を図っていく。 

 

１２ 教育，研修  重 点 

高度化する食品製造技術や多種多様化する食品等に適切に対応するため，食品衛生監

視員，検査関係職員等の資質向上を図る。 

特に，食品衛生監視員については，改正食品衛生法に基づく HACCP に対応した監視技

術の向上を図る。 

 

Hazard Analysis and Critical Control Point の略称で，原材料の受入れから最終製品

までの工程ごとに，微生物による汚染，金属などの潜在的な危害予測に基づいて，

危害の発生防止につながる特に重要な工程を継続的に監視・記録する「工程管理シ

ステム」を言う。これまでの品質管理の方法である最終製品の抜き取り検査に比べ，

効果的に問題のある製品の出荷を未然に防止するだけでなく，事故の原因究明にも

役立ち，安全性の向上を図ることが可能になる。 

HACCP とは 



別表1　令和２年度計画 生活衛生課

区　　分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

季 節 的 監 視

大量調理施設
監 視

市場食品監視

適正表示監視

H A C C P
導 入 支 援

衛 生 指 導

食 品 等 検 査

6

花見監視
夏 期 一 斉 監 視

食 品 衛 生 月 間
年 末 一 斉 監

給 食 施 設 ， 仕 出 し 弁 当 製 造 施 設 等

早 朝 監 視 ， 通 常 監 視

ふ ぐ ， か き の 衛 生 指 導

通 常 監 視 ， 合 同 監 視

食肉取扱施設（カンピロバクター等対策），野生鳥獣肉取扱施設（寄生虫，E型肝炎等対策），魚介類取扱施設（アニサキス対策）

きのこ対策 ふ ぐ ， か き の 衛 生 指 導

浅漬け，カット野菜製造施設 ノ ロ ウ イ ル ス 対 策

通常監視（制度化の周知，導入支援，導入済み施設に対する検証等）

実施計画検査（規格基準等検査，給食検食検査，残留有害物質検査，放射性物質検査等）

夏 期 流 通 食 品 年末年始流通食品

きのこ対策
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別表 2 令和２年度リスク別監視計画                           

                                          （※対象施設数は令和 2 年 1 月末現在） 

リ ス ク 区 分 別 監 視 施 回 数 
対象 

施設数※

監視 

予定数 

 

【タイプ１】 過去 2 年間に違反等を起こした施設及び大規模流通拠点施

設及び輸出等広域流通食品製造施設等 

 

・大規模な食品流通拠点施設 ⇒ 中央卸売市場等 

 

・過去２年間に違反食品を製造・調理し，行政処分等を受けた施設 

 

・対米及び対 EU 輸出水産食品承認制度の導入施設 

 

年 

複数回 
23 46 

 

【タイプ２】 大規模調理施設及び広域流通食品製造施設 

 

・大規模調理施設，食中毒発生，食品事故の発生頻度の高い施設 

⇒ 飲食店（仕出し弁当，セントラルキッチン，ホテル等） 

 

・製造基準等が定められ，製造が複雑で，食品衛生上注意を要する

食品を製造する施設 

⇒ 乳処理，清涼飲料水，食肉製品，魚肉練製品， 

加圧加熱食品，冷凍食品，あん類，豆腐，即席めん， 

乳製品，アイスクリーム類の製造 

 

・広域流通食品を製造加工する施設 

⇒ 食肉処理，納豆，菓子，そうざい類，めん類，そうざい， 

  つけ物，添加物の製造加工，カット野菜製造 

 

・大規模販売施設 

⇒ 百貨店，スーパーマーケット 

 

 

1 年 

1 回以上 
604 604 
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別表 2 令和２年度リスク別監視計画                        

                                           （※対象施設数は令和 2 年 1 月末現在） 

リ ス ク 区 分 別 監 視 施 回 数 
対象 

施設数※

監視 

予定数 

 

【タイプ３】 中小規模の製造施設，調理施設等 

 

・中小規模の調理施設 

⇒ 飲食店（食堂，西洋料理，中華料理，寿司等） 

 

・中小規模の製造加工施設 

⇒ 食肉処理，菓子，調理パン，冷凍食品， 

  めん類，そうざい，つけ物，添加物，魚介類，食肉， 

  アイスクリーム類（ソフトクリーム）の製造， 

  缶詰，びん詰食品 等 

 

・給食施設 ⇒ 学校，保育園等 

 

 

2 年 

1 回以上 
4,256 2,128 

 

【タイプ４】 簡易な加工・調理施設等 

 

・製造，加工した食品を販売する施設 

⇒自動販売機，冷蔵ストッカー販売，包装食品販売 

 

・簡易な製造・加工・調理を行う施設 

⇒みそ製造，こうじ及びその加工品の製造，氷雪製造 

飲食店（スナック，バー等），喫茶店，自動車営業 

食品の製造施設（届出対象施設） 

 

・製造，加工した食品を販売する施設(許可外) 

⇒ 野菜果物販売，そうざい販売，菓子販売， 

その他の食品販売，添加物販売 

 

・器具・包装等の製造又は販売施設 

⇒ 器具・容器包装・おもちゃの製造，販売 

 

・HACCP 導入施設 

 

3～6 年 

1 回以上 
8，567 4,722 

合      計 13,450  7,500 

 



4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

遺伝子組換え検査
（6検体）

○

アレルギー物質含有検査
（41検体）

○ ○

２　給食検食 40 ○

３　乳等規格基準等 430 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

４　市場食品規格基準等 90 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

５　市場拭き取り等 60 ○ ○ ○

６　残留有害物質等検査
（ポジティブリスト対応）

81

　　①野菜，果物
　　　（輸入を含む）

38 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　②輸入牛肉 2 ○

　　③輸入豚肉 2 ○

　　④輸入鶏肉 2 ○

　　⑤鶏卵 5 ○

　　⑥はちみつ 5 ○

　　⑦鮎 5 ○

　　⑧清涼飲料水
　　　（１　再掲）

2 ○

　　⑨海水魚 20 ○ ○

７　放射性物質検査 84 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
栃木県保健環
境センターで実
施

計 1,390

※　実際の検査数は収去等状況により増減あり

別表3　令和２年度食品等検査月別実施計画
保 健 所 生 活 衛 生 課

衛 生 環 境 試 験 所

検査検体名
検査

予定数
※

検査項目

月

備考

１　食品規格基準等 607

細菌・理化学

細菌検査

細菌・理化学

細菌・理化学・ノロウイルス

9

細菌

残留農薬
合成抗菌剤
抗生物質

合成抗菌剤
抗生物質

発がん性物質

重金属（総水銀，ＴＢＴ）


